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Advantages of Vertical Integration in the Electronics Industry

米中摩擦やコロナ危機をきっかけに、半導体
は一国の経済安全保障を支える戦略物資として
認識されるようになった。2020年代に入り先進
諸国で半導体製造能力基盤の強化に向けて大規
模な産業政策が展開されるなか、世界有数の半
導体製造・技術能力を保有している韓国のサム
スン電子に注目が集まっている 2）。

そもそも先進諸国では2000年代以降、巨額の
投資負担に耐えかねた半導体企業が先端半導体
の製造から撤退するとともに 3）、設計に特化す
るファブレス化や、最小限の生産ラインのみ保
有するファブライト化を進める動きが相次いだ

（大石 2007）。この背景には、1990年代以降、企
業の競争優位の源泉として、ソフトウェア、デー
タベース、デザイン、ブランド、ビジネスプロ
セスなどの無形資産の重要性が高まったこと
がある（Corrado et al., 2009; Haskel & Westlake, 

2018）。こうして半導体のみならずパーソナル・
コンピュータ（PC）や携帯電話・スマートフォ
ンにいたるまで、エレクトロニクス分野では製
造機能のアウトソーシングが広がったが、この

先駆けとなったのが米国企業であった。
米国企業が先導した無形資産投資への特化は、

一方でエレクトロニクス分野における垂直統合
型組織の解体と再編を促し、他方で製造の主な
委託先となった東アジア企業の成長をもたらし
た（Borrus et al eds., 2000; Sturgeon, 2002）。先
進国と途上国のいずれも、企業の成長と一国の
経済発展を実現するためには、グローバル・バ
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1 ）	本稿は、拙稿（2023）の第２節「韓国半導体企業
の持続的な優位性の構築」をもとに、新たな分析を
加えて大幅に加筆修正したものである。本稿の作成
に際しては、今久保幸生・京都大学名誉教授から、
本稿の研究史上の意義に関わる大変有益な示唆をい
ただいた。ここに記して謝意を表する。

2 ）	ノメタ・リサーチの調査によると、2022年末の半
導体製造能力（200mm ウエハ換算の月産基準）の
うち、サムスン電子は最先端プロセス技術分野で
32％、先端プロセス技術分野で31％を占め、世界最
大の生産者であった（Knometa Research, 2023）。な
お、最先端プロセス技術とは、ファウンダリでは3
～6nm プロセス、DRAM では11～14nm プロセス、
３次元 NAND 型フラッシュメモリでは176段以上を
指す。先端プロセス技術とは、ファウンダリでは7
～16nm プロセス、DRAM では15～20nm プロセス、
３次元 NAND 型フラッシュメモリでは64～144段を
指す。

3 ）	アイサプライの資料によると、90nm プロセス
（2003～04年）では約24億ドルだった投資コストは、
14nm プロセス（2014～15年）には100億ドルまで急
増した（チョン 2023：255）。

Advantages of Vertical Integration in the Electronics Industry : 
The Case of Samsung Electronics’ Semiconductor Business

吉　岡　英　美
YOSHIOKA Hidemi

＊

エレクトロニクス産業における垂直統合の優位性
―サムスン電子の半導体事業の事例―

 1）



― 2 ―

The Journal of Korean Economic Studies 2024, Vol.21

リューチェーン（GVC）の活用がカギを握ると
見なされた（猪俣 2019）。

翻って、日本企業の国際競争力の低下、とり
わけエレクトロニクス企業の凋落も、このよう
に競争の土俵が変化したにもかかわらず、従来
型の垂直統合や「ものづくり」に固執し、事業
構造転換に遅れをとったことの帰結であると主
張された（西村 2014、諸富 2020）。

これに対して1990年代以降のサムスン電子の
成長は、この潮流とは逆行するように、ハード
ウェアに事業基盤を置きながら、垂直統合型組
織に回帰する過程であったと捉えられる 4）。同
社の中核事業である半導体に着目すると、1980
～90年代初めのメモリ（DRAM）事業開始当初
は、社内どころか国内にも需要がなく、PC 分野
の GVC の形成がサムスン電子による日本企業
へのキャッチアップを後押しした（吉岡 2010）。
ただし、サムスン電子はその後、他の半導体分
野（NAND 型フラッシュメモリ、受託製造専業
のファウンダリなど）や他の製品分野（フラッ
トパネル・ディスプレイ、携帯電話・スマート
フォンなど）への多角化を図ることで、PC 用
DRAM への依存から脱する一方、最終製品から
その中核部品まで一連のバリューチェーンの内
部化を進めていった。

さらに、この過程で注目されるのは、サムス
ン電子における多角的な組織形態と社内の部門
間の協業が、メモリ分野での競争力の維持に重
要な役割を果たした点である。サムスン電子の
事例は、まさに垂直統合型組織の優位性が発揮
された典型であり、エレクトロニクス分野でも
GVC を利用した競争優位が必ずしも常に当ては
まるわけではないことを示している。

本稿の目的は、サムスン電子がどのようにし
て世界屈指の半導体製造・技術能力を保有・維
持したかという問題について、垂直統合の優位
性に焦点を当てて明らかにすることにある。

韓国半導体産業の先行研究に関しては、1980
～90年代初めの DRAM 市場における対日キャッ
チアップをめぐる分厚い研究蓄積に比べて、サ
ムスン電子がその後30年間にわたって主導的地
位を保持した要因は、いまだ十分には解明され
ていない。DRAM 市場での日韓逆転現象につい
ては、「イノベーションのジレンマ」の一例であ
るとして、その要因を汎用コンピュータから PC

への応用製品の主役交代に求める見解が一般的
に広まっている（西村 2014）。だが、サムスン
電子が1990年代後半には PC 用 DRAM への依存
から脱却した事実に鑑みて、同社の持続的な成
長は対日キャッチアップを可能にした要因だけ
では説明し尽くせない。サムスン電子における
キャッチアップ完了後の実態の解明が待たれる
ところであり、本稿はこの問題の把握にも資す
るものと位置づけられる。

１．バリューチェーンの内部化のプロセス

最初に、サムスン電子がどのようにバリュー
チェーンの内部化を進めてきたかを概観してお
きたい。

1969年に設立されたサムスン電子は、もとも

4 ）	Hazlett et al. （2011） や総務省（2012：201）は、米
国のアップルも、アイフォン（iPhone）の中核部品
であるオペレーティング・システム（OS）と中央演
算処理装置（CPU）の設計、収益源であるプラット
フォーム・サービス、顧客情報を管理するデータセ
ンター、自社製品の販売網といった主要な機能を同
社が掌握している点で、垂直統合モデルの側面があ
ると指摘する。また、アップルは2000年代末以降、
製造工程用の技術開発に必要な機械装置の購入を増
やし、自ら開発した技術や機器を外部のサプライ
ヤーに提供しているとされる（秋野 , 2015）。この点
を踏まえて森原（2019）は、「同社が『ものづくり』
を行わないファブレス企業であるという見方はもは
や過去のもの」であると主張している。
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とテレビ（TV）やビデオテープレコーダーなど
の家電・民生用電子機器が主力製品であったが、
1983年の DRAM 事業への参入後、IT 関連機器
を中心とする事業構造への転換を図った。1995
年には半導体のプロセス技術が応用される薄膜
トランジスタ型液晶ディスプレイ（TFT-LCD）
に進出した後、1998年には DRAM と多くの共通
した技術が用いられる NAND 型フラッシュメモ
リ事業を立ち上げた。

他方、サムスン電子では1990年代初めから
「デジタル時代に先行しよう」というスローガン
を掲げ、デジタル技術への投資を積極的に行っ
ていた（イム・ヤン 2022：186）。この成果とし
て、1991年にデジタル式携帯電話端末の製品化
に成功し、1998年にはデジタル TV の量産化で
先駆けた。さらに、2007年にアップルが世界で
初めてスマートフォンを発売した翌年には、サ
ムスン電子もスマートフォンの生産に着手した。
2000年代初めには、これらのデジタル機器に搭
載されるモバイル向けプロセッサやイメージセ
ンサなどの非メモリ製品とともに、その製造を
担うファウンダリも手掛けるようになった 5）。

このような関連型の多角化に伴って、社内の
部門間取引も厚みを増した。市場調査会社の
ヨール・ディベロップメントによると、2020年
時点で DRAM と NAND 型フラッシュメモリの
応用製品のうちモバイル機器（その大半はス
マートフォン）向けの割合が各々35％と38％で
もっとも大きなウエイトを占めたが（Bertolazzi 

et al., 2021）、スマートフォン分野では2012年以
降、サムスン電子が世界市場で最大のシェアを
保持しており、大きな社内需要が存在するため
である 6）。また、サムスン証券の推定では、サ
ムスン電子のシステム LSI 事業部の主力品目で
あるモバイル向けアプリケーション・プロセッ
サ（AP）の場合、社内需要が売上の40％以上に
達している（パク スンチャン 2023）。

完成品部門の側からみても、部品の社内調達
の進展が確認される。スマートフォンの例では、
2017年に発売されたギャラクシー S8モデルの構
成部品のうち、ディスプレイ、AP、チップセッ
ト、DRAM、NAND 型フラッシュメモリ、RF ト
ランスシーバー、複合電源 IC（PMIC）、近距離
無線通信（NFC）、コンパニオン IC が内製であ
り、内製化率は金額基準で50％以上に達した

（Hamilto, 2017）。これは、１台当たりの部材費
（301.6ドル）のなかでも高価格のディスプレイ
（85ドル）、AP・チップセット関連（45ドル）、メ
モリ（41.5ドル）を内製していることによる。サ
ムスン電子では同じ構成部品でも社内調達に限
らず複数のサプライヤーから購買されるため 7）、
内製化率の高さがそのまま社内取引の大きさを
表すわけではないが、中核部品に関しては社内
取引の拡大がうかがえる。

かつてのサムスン電子では、社内で生産され
た半導体の多くが外販される一方で、家電・民
生用機器に搭載される半導体は輸入に依存する
構造で、垂直型組織でありながら内部の連関性

5 ）	サムスン電子は1997年にシステム LSI 事業部を立
ち上げたが、2000～01年には事業改革を断行した。
この結果、30分野に及んでいた生産品目は、５つの
システム機器向け半導体（デジタル TV、モバイル
CPU、携帯用モデム、メディア・プレーヤー、アク
セスポイント）と、ディスプレイドライバ、イメー
ジセンサ、チップカード、高周波半導体（RF）、ファ
ウンダリの10分野に絞り込まれた（イム・ヤン 
2022：146）。

6 ）	キウム証券リサーチセンターの推計では、2020年
時点で世界のスマートフォン向け DRAM需要（ビッ
ト換算）に占めるサムスン電子の比率は、約20％を
占めた（パクほか 2021：17）。

7 ）	サムスン電子の事業報告書によると、モバイルAP
の調達取引先にはクアルコムやメディアテックなど、
モバイル機器用ディスプレイの調達取引先には京東
方科技集団（BOE）や華星光電（CSOT）などが含
まれている。
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が乏しい特徴をもっていた。これに対して1990
年代以降のサムスン電子は、以上のように
DRAM 事業を軸にしながら、関連分野での水平
的多角化と垂直的多角化を図ることで、部門間
の取引関係を伴う垂直統合型組織に変貌したと
いえる。

サムスン電子の売上構成を製品別にみた図１
によると、2022年現在、無線通信機器（スマー

トフォン）と半導体がそれぞれ全社の売上の
35％と30％を占めており、この２つが成長の牽
引役になっている。部門別の営業利益を示した
図２では、2000年代には半導体事業の動向が全
社の営業利益を左右していたが、2010年代前半
には無線通信機器部門が不振の半導体部門を上
回る営業利益を稼ぎ出し、全社レベルの利益の
底上げにつながったことが見てとれる。このよ
うに携帯電話・スマートフォン事業への多角化
は、市況変動の激しいメモリ事業に左右される
利益の安定化をもたらしたといえる。

２．メモリ市場での持続的な優位性

この節では、サムスン電子の利益創出の柱で
ある半導体事業に焦点を当てて、その持続的な
競争優位の要因を、垂直化・多角化された組織
形態と関連づけて検討してみたい。

まず半導体市場におけるサムスン電子の位置
を確認しておこう。半導体市場のシェアをみた
表１によると、サムスン電子は2021年時点で、
DRAM と NAND 型フラッシュメモリの世界市場
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出所：サムスン電子の事業報告書より作成。
注：営業利益率は全社基準である。

図２　サムスン電子の営業利益の推移

出所：�サムスン電子株式会社『第54期事業報告書』（韓
国語）2023年３月７日より作成。

図１　サムスン電子の製品別売上構成（2022年）
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でそれぞれ42.7％と33.9％という圧倒的なシェア
を保持している。この表からは、1990年代には
10社以上の企業が存在したDRAM市場で、2010
年代に上位３社への寡占が進んだことも把握で
きる。この背景として、ひとつは、メモリ不況
期に業績悪化に見舞われた日米独企業が相次い
で撤退したことが指摘できる 8）。ただし、2000
年には2.2％ポイントに過ぎなかったサムスン電
子と第２位企業との差が、2014年以降10％ポイ
ント以上に広がった点を踏まえると、上位企業

のなかでも他ならぬサムスン電子にシェアが集
中したのはなぜかという問題を明らかにする必
要がある。

長期的なトレンドでみて2000年代以降、メモ
リの市場規模が拡大基調にあったことも、サム
スン電子の成長を後押しした一因である。2000
～21年の期間中、メモリの市場規模は492億ドル
から1,538億ドルへと3.1倍伸張し、半導体市場全
体の伸び（2.7倍）を上回る実績をあげた 9）。こ
れに対して2000年に最大の市場規模を有してい
たマイクロは、同じ期間中、503億ドルから802
億ドルへ1.6倍の伸びにとどまった。この市場動
向も影響し、前掲の表１のとおり、サムスン電

8 ）	1998～99年には TI、モトローラ、富士通、東芝が
DRAM 事業から撤退した。2009年のキマンダの経営
破綻に続いて、NEC と日立製作所と三菱電機の
DRAM 事業を引き継いだエルピーダ・メモリも2012
年に経営破綻し、米国のマイクロン・テクノロジに
事業売却された。

9 ）	半導体の市場規模は、世界半導体市場統計（WSTS）
のデータに基づく。

表１　半導体市場における製品別・企業別シェアの推移
1993年 2000年 2007年 2014年 2021年

半
導
体
全
体

855億ドル 2,271億ドル 2,749億ドル 3,550億ドル 6,146億ドル
 インテル （米） 9.3％ インテル （米） 13.3％ インテル （米） 12.7％ インテル （米） 14.5％ サムスン電子 （韓）13.3％
 NEC （日） 7.1％ 東芝 （日） 4.6％ サムスン電子 （韓） 7.3％ サムスン電子 （韓）10.6％ インテル （米） 12.5％
 モトローラ （米） 7.0％ TI （米） 4.1％ TI （米） 4.7％ TSMC （台） 7.0％ TSMC （台） 9.2％
 東芝 （日） 6.6％ サムスン電子 （韓） 3.9％ 東芝 （日） 4.3％ クアルコム （米） 5.4％ SK ハイニックス （韓） 6.1％
 日立 （日） 5.8％ NEC （日） 3.6％ TSMC （台） 3.6％ SK ハイニックス （韓） 4.6％ マイクロン （米） 4.9％

Ｄ
Ｒ
Ａ
Ｍ

146億ドル 315億ドル 318億ドル 458億ドル 940億ドル
 サムスン電子 （韓）14.0％ サムスン電子 （韓）21.1％ サムスン電子 （韓） 27.3％ サムスン電子 （韓）40.4％ サムスン電子 （韓）42.7％
 日立 （日） 10.7％ マイクロン （米） 18.9％ ハイニックス （韓） 21.1％ SK ハイニックス （韓）27.4％ SK ハイニックス （韓）28.6％
 NEC （日） 10.4％ ハイニックス （韓）17.2％ キマンダ （独） 12.4％ マイクロン （米） 24.6％ マイクロン （米） 22.8％
 東芝 （日） 10.1％ インフィニオン （独） 8.5％ エルピーダ （日） 11.6％ ナンヤ （台） 3.5％ ナンヤ （台） 3.2％
 IBM （日） 7.8％ NEC （日） 6.7％ マイクロン （米） 9.6％ ウィンボンド （台） 1.4％ ウィンボンド （台） 1.0％

Ｎ
Ａ
Ｎ
Ｄ

154億ドル 286億ドル 684億ドル
サムスン電子 （韓） 38.3％ サムスン電子 （韓）28.5％ サムスン電子 （韓）33.9％
東芝 （日） 19.8％ 東芝 （日） 22.2％ キオクシア （日） 18.9％
ハイニックス （韓） 15.4％ マイクロン （米） 13.3％ ウェスタンデジタル （米）13.9％
マイクロン （米） 11.5％ SK ハイニックス （韓）10.0％ SK ハイニックス （韓）13.2％
サンディスク （米） 7.6％ インテル （米） 5.9％ マイクロン （米） 10.6％

フ
ァ
ウ
ン
ダ
リ

469億ドル 1,014億ドル
TSMC （台） 53.7％ TSMC （台） 50.6％
UMC （台） 9.9％ サムスン電子 （韓）17.6％
グローバルファウンダリ （米）9.4％ UMC （台） 7.5％
サムスン電子 （韓） 5.1％ グローバルファウンダリ （米）5.9％
SMIC （中） 4.2％ SMIC （中） 4.9％

出所：�産業研究院（2015：9）、イ ソンヒ（2009：4-5）、イ・キム（2012：212， 221）、オ（2015：7）、経済産業省商務情
報政策局（2023：20）の資料などより作成（原資料は、データクエスト、ガートナー、アイサプライ、オムディ
ア、世界半導体市場統計）。 
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子は2002年以来、マイクロプロセッサ（MPU）
を主力とするインテルに次いで世界第２位の座
を保持し、2021年にはインテルを抑えて世界
トップに立つにいたった。

それでは、サムスン電子はどのようにしてメ
モリ市場での競争力を維持することができたの
だろうか。以下では、メモリの多様化と高付加
価値化、次世代製品の先行開発、コスト競争力
という３つの観点から、この問題を検討してみ
たい。

（1）メモリの多様化と高付加価値化

①	� PC 市場への依存度の引き下げと品質向上
への取り組み

サムスン電子がキャッチアップ完了後も持続
的な競争力を確保した要因の一つは、コモディ
ティ化した PC への依存からいち早く脱した点
にある。

DRAM 市場では、1990年代から2000年代を通
じて、PC向けが需要全体の50～80％を占める一
方、価格面では PC 向けがひときわ激しい変動
をみせた（ イム・ヤン 2022：121、パクほか 

2023：54）。サムスン電子のキャッチアップが完
了した直後に訪れたメモリ不況期（1996～98年）
には、サーバー向け・グラフィック向け・ゲー
ム機向け DRAM の価格下落幅がピークの３分の
１から４分の１程度だったのに対して、PC 向け
DRAM の価格は約10分の１に暴落した（イム・
ヤン 2022：121-122）。

この当時のサムスン電子は、競合他社が大幅
な赤字で経営危機に陥るなか、微々たる水準と
はいえメモリ事業で黒字を出すことができた 10）。
これは、1996～98年の期間中、サムスン電子が
競合他社に比べて10～30％ほど高い平均価格で
DRAM を販売したことに起因する（ 申・張 

2006：75）。この当時、サムスン電子における
PC用DRAMの生産比率は20％を下回る水準で、
とくにサンマイクロシステムズに供給したサー
バー用 DRAM が業績の下支えに大きく寄与した
とされる。サムスン電子では、コモディティ化
した PC 市場への依存度を下げるべく、1990年
代前半から毎年20種類余りのメモリ製品を開発
して PC 以外の応用製品開拓に注力していたが、
このことが深刻な不況を乗り切る際に奏功した
のである。

さらに、1990年代後半の大手コンピュータ企
業との取引は、サムスン電子が体質転換を図る
契機にもなった。サムスン電子がサーバーなど
大型コンピュータ・システム向けの DRAM を受
注するには、品質と信頼性の一層の向上が不可
欠であった 11）（イム・ヤン 2022：111）。このた
め、同社のメモリ開発事業部は、大口需要者の
IBM が提示する「TQRDC」（技術開発、品質、
顧客対応、納期、コスト）という５つの評価基
準のうち、課題のあった品質を中心に据え、各
種のプロセス・イノベーションを推進した（イ
ム・ヤン 2022：126-127）。この品質への取り組
みは、その後の持続的な競争力の礎を築くこと
になったと考えられる。

10）	以下の記述は、注釈がない限り、サムスン電子の
元役員のイム ヒョンギュ氏の発言（イム・ヤン 
2022：122-124）に基づく。イム氏は、1976年に韓
国半導体（サムスン電子半導体部門の前身）に入社
した後、メモリ開発総括役員を経て、2000年からシ
ステム LSI 事業部長を務めた人物である。

11）	顧客による品質検査は、１等級（武器、人工衛星、
研究所の超大型コンピュータ・システムに搭載可能
な半導体）、２等級（産業用半導体）、３等級（PC
などの民生用半導体）に区分される。数か月にわた
る品質検査の過程では、温度変化や圧力に対する耐
性など30～40種類のテストが実施される。１等級に
評価されるには、これらに加えて放射能、静電気、
塩分などの悪条件をクリアしなければならない（イ 
2006）。
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②	 メモリの高付加価値化
2010年代に入ると、メモリ市場に大きな転機

が訪れた。ひとつは、2007年のスマートフォン
の登場を機に、スマートフォンがメモリ需要の
新たな牽引役に台頭したことである。この需要
変化は、半導体企業に多大なインパクトをもた
らした。それは、メモリ製品の高付加価値化で
ある。

携帯電話・スマートフォンの場合、端末の物
理的空間とバッテリーの使用時間に大きな制約
があるなかで、消費者には多機能化と連続待受
時間が訴求される。このため、端末に搭載され
るメモリには、大量のデータを高速で処理する
ための高集積化と高速化だけではなく、バッテ
リーの消耗を抑えるための低消費電力化も要求
される。これに対してサムスン電子は、2000年
代からモバイル向けに設計を最適化した低電力

（Low Power: LP）DRAM を開発するとともに
（申・張 2006：85）、大口需要者に対しては専用
の生産ラインを設け、標準仕様の範囲外の要求
にも対応するようになった 12）。こうして顧客の
要望に合わせて仕様を変更する受注生産（BTO）
方式の導入により、モバイル向けでは PC 向け
の数倍高いプレミアム価格での販売が可能に
なった 13）。

スマートフォンは2010年初めに販売台数でPC

を上回る成長軌道に乗っていたが、メモリ企業
のなかでこの機会をいち早くつかんだのはサム
スン電子であった。同社はすでに2002年の国際
固体回路会議（ISSCC）で、モバイル機器をター

ゲットとする「新メモリ成長論」を提示してい
た（イ 2006）。早くからの取り組みが実を結び、
2010年第４四半期のモバイル向け DRAM 市場に
おけるサムスン電子のシェアは45.7％を占め、エ
ルピーダ・メモリ（21.9％）、マイクロン・テク
ノロジ（5.0％）、ハイニックス半導体（2.5％）
を大きく引き離した（ 情報通信産業振興院 

2011：35）。
2010年代のメモリ市場のもう一つの転機は、

コンピュータ向けメモリ需要の中心が PC から
サーバーにシフトしたことである。2016年に
DRAM のビット換算の出荷量基準でサーバー向
けが PC 向けを超過し（キム・チャ 2020：７）、
2020年には DRAM と NAND 型フラッシュメモ
リのいずれも、データセンター（サーバー）向
けがスマートフォンに次ぐ応用製品に成長した

（Bertolazzi et al., 2021）。この背景には、クラウ
ドやコンテンツ配信といった新たなサービスが
興隆し、このインフラを提供するデータセンター
の建設が急増したことが挙げられる。

こうして膨大な量のデータを高速で読み書き
できる高性能メモリに対するニーズが高まるに
つれて、コンピュータ向けメモリでも、NAND

型フラッシュメモリを使ったデータセンター・
高性能サーバー専用のストレージ（Solid State 

Drive: SSD）や、高帯域幅メモリ（High Bandwidth 

Memory: HBM） 14）と呼ばれる高性能DRAMなど
のプレミアム製品が登場した。トレンドフォー
スの市場調査によると、2022年４～６月期の企
業向け（エンタープライズ）SSD 市場ではサム
スン電子が44.5％のシェアを占め（Trendforce, 

12）	スマートフォン向けの NAND 型フラッシュメモ
リでも、大口顧客に対しては専用の生産ラインとサ
ポート・チームを設けて対応している（チョン 
2021：199, 246）。

13）	 2010年代初めのモバイル向け DRAM の取引価格
は、PC 向けに比べて２～４倍ほど高い水準にあっ
た（情報通信産業振興院 2011：35）。

14）	HBM とは、積層した DRAM ダイとロジック・ダ
イを組み合わせて一つのパッケージに収めることで、
高容量化と高速化を実現したメモリ製品である。現
在は人工知能とスーパーコンピュータの開発になく
てはならない中核部品になっており、汎用 DRAMの
３～５倍以上の高値で取引されている（オ， 2022）。
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2022）、2022年の HBM 市場でもサムスン電子が
40％のシェアを握った（クォン 2023）。ここか
らすると、コンピュータ向けメモリの高付加価
値化においても、その利益の多くを享受したの
はサムスン電子であったといえる。

このことは、各社の営業利益率を示した図３
に表れている。この図から、SK ハイニックスや
マイクロン・テクノロジの業績が落ち込んだ
2001～03年、2007～09年、2011～13年にも、サ
ムスン電子は黒字を出すか微々たる赤字にとど
まったことが見てとれる。2015～16年と2019年
にはメモリのビット需要量が落ち込んだにもか
かわらず、10％以上の営業利益率を記録した。
このような安定的な利益は、製品の世代交代の
たびに膨張する研究開発投資と設備投資を可能
にし、先端メモリの開発と生産でサムスン電子
をいっそう優位に立たせることになったと考え
られる。

メモリの応用製品の主役交代は、サムスン電
子に利益をもたらしただけではなく、同社が次
世代製品開発で先導的な地位を保持するうえで

も、プラスに作用した。モバイル向けメモリで
は、カスタマイゼーションによって、主導的需
要者が求めるメモリの特性や今後のモバイル機
器の方向性といった、次世代製品開発に欠かせ
ない情報を素早く把握することが可能になった。
処理能力が重視されるサーバーでは、高価格で
も最新世代のメモリが選好される。こうしてモ
バイル機器やサーバーの成長に伴って、メモリ
市場では開発能力の高い上位企業への集中が進
むと同時に、後発者に対する参入障壁が高まっ
たとみられる。

（2）次世代製品の先行開発
以上のようにメモリ製品の多様化と高付加価

値化による利益をサムスン電子がいち早く享受
できたのは、社内の他部門との連携により、他
社に先んじて顧客ニーズを満たす次世代製品の
開発と量産に成功したからである。

メモリ製品の基本的なニーズは、１枚のチッ
プにより多くの情報を記憶させる大容量化にあ
る。それには記憶素子のサイズを縮小するため
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図３　メモリ企業の営業利益率の推移
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の新技術の導入が欠かせないが、サムスン電子
は技術面でも主導的な役割を担っ てきた。
DRAM では、2020年にサムスン電子が19～18

（1x）nm 級のモバイル向け DRAM に、最先端の
微細加工技術である極端紫外線（EUV）露光プ
ロセスを初めて適用した（ユン 2020）。NAND

型フラッシュメモリ分野では、2013年にサムス
ン電子が記憶素子を垂直に積み上げる３次元技
術を量産品に適用したが、これは競合他社に２
年以上も先立つ成果であった。

価格の動きが市場の需給バランスに左右され
るメモリ事業では、次世代製品の先行販売によ
る独占価格を享受することが、利益獲得の重要
な手段となる。また、長期的な利益の最大化に
は、単位コストの低下が課題となるが、他社に
先駆けて量産を開始すれば、経験曲線効果に
よってコスト面でも正の効果が得られやすい。
このように技術開発で先頭を走ることは、半導
体企業にとって競争優位を確立・維持するため
の基盤となる。

次世代製品開発や技術開発におけるサムスン
電子の競争力は、製品開発から市場投入までの
スピードの速さにその主な源泉がある。これは、
前で述べた顧客ニーズの迅速な把握や、安定的
な利益に支えられる豊富な開発リソースの投入
に加えて、以下のような組織的な要因もある。

①	 新たなビジネスモデルと垂直統合の優位性
ひとつは、メモリの新たなビジネスモデルに

対する垂直統合型組織の優位性である。新たな
ビジネスモデルとは、SSD や埋め込み型のマル
チメディアカード（eMMC）に代表されるよう
に、メモリが単体のチップではなく、周辺部品
と一体化したパッケージの形態で、半導体企業
から供給されるようになったことを指す。この
先駆けが、2006年にサムスン電子によって世界

で初めて量産されたノート PC 用ストレージ 15）

（SSD）である。
従来ストレージの製造はコントローラ企業に

よって行われていたが、これを半導体企業も担
うようになったのは、メモリ事業の高付加価値
化を図ろうとするサムスン電子の戦略とともに、
NAND 型フラッシュメモリの技術の複雑化も影
響している 16）。これによりメモリ生産者の間で
NAND 型フラッシュメモリの特性に大きな違い
が生じるようになった結果、自社製品の特性を
開発段階から把握するメモリ生産者が、それま
で外部のコントローラ企業が行っていたコント
ローラの設計とファームウェアの開発を内部に
取り込むことで、ストレージ開発でも先行する
ようになったのである（チョン 2021：325）。

この統合化された製品開発においては、サム
スン電子が組織的な強みを持っている。ハード
ディスク・ドライブ（HDD）事業を営むサムス
ン電子では、もともとコントローラの設計人材
を抱えており、2005年に SSD 事業への進出を決
定すると、コントローラの開発スタッフをメモ
リ事業部に配置転換し、技術の融合を図ること
ができた（イ 2017：82）。また、コントローラ
の製造はファウンダリに委託する必要があるが、
表２で示されるように、他の SSD 企業はいずれ
も外部のファウンダリに委託しなければならな
いのに対して、サムスン電子は社内のファウン
ダリを利用することができる。新型ストレージ
の開発に際しては、コントローラ製造後のテス
ト段階で、設計の欠陥や製造上の問題を発見し

15）	ストレージとは、複数の NAND 型フラッシュメ
モリ、専用のコントローラ、制御プログラム（ファー
ムウェア）、DRAM 等で構成された補助記憶装置で
ある。

16）	NAND 型フラッシュメモリの大容量化には、微細
化と３次元技術の他にも、１個の記憶素子に記憶させ
るビット数を増やす多値記憶技術が用いられている。
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修正するために、コントローラの設計部門と
ファウンダリ部門との間で緊密なコミュニケー
ションが必要になるが、社外の取引先と行う場
合に比べて社内ですべて完結するほうが、この
調整にかかるコストは小さい（チョン 2021：
299）。さらに、スマートフォンやノート PC に
搭載される内蔵ストレージの開発過程では、こ
れに加えてセット企業との検証作業も経なけれ
ばならない。ここでも、スマートフォンやノー
ト PC の製造部門を社内に有するサムスン電子
が、他社の追随を許さない有利な立場にある。

こうして NAND 型フラッシュメモリの開発完
了から市場投入までのスピードという点で、サ
ムスン電子の垂直統合型組織としての優位性が
発揮されたのである。2000年代末時点では、同
社が大容量 SSD 市場の80％以上を席捲する成果
をあげた（イ 2009：57）。

垂直統合が有利になる点は、モバイル向け
DRAM も同様である。サムスン電子の場合、消
費電力の少ない AP に埋め込み型の DRAM

（eDRAM）や eMMC を搭載したモバイル AP を

製作しているが、このワンチップ化はモバイル
向け DRAM の速やかな市場投入にとどまらず、
ファウンダリの事業展開にも影響を及ぼした。
モバイル AP は端末の機能と性能を司るコア部
品であるが、eDRAM を内蔵したサムスン製の
モバイル AP が初代 iPhone に採用されたことで

（キム 2013：21、チョン 2021：250）、自社製品
の製造に限られていたサムスン電子のファウン
ダリ事業が外部にも開かれることとなった 17）。

このように社内需要の存在が、製品開発に必
要な顧客ニーズや技術情報へのアクセスを容易
にし、半導体企業の競争力に寄与した点は、か
つての日本の総合電機企業を彷彿とさせる（伊
丹＋伊丹研究室 1995）。それでは、同じ垂直統
合の組織形態でありながら、サムスン電子と日

17）	 2009年に出荷された iPhone 3GS までは、英国系
ARM 社の設計技術を利用したサムスン製のモバイ
ル AP が採用されていたが、これ以降のバージョン
ではアップルが設計したモバイル AP をサムスン電
子が製造するファウンダリ方式になった。2010年代
初め時点の推定では、サムスン・ファウンダリの売
上に占めるアップルの比率は80％以上であった（キ
ム 2013：５）。

表２　SSDブランド企業のバリューチェーン
NAND 型	
フラッシュ DRAM コントローラ	

設計
コントローラ	

製造 電子部品 ファームウェア
／組立 販売

サムスン電子 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

SK ハイニックス 〇 〇 〇 〇 〇

キオクシア（旧・東芝メモリ） 〇 〇 〇 〇

インテル 〇 〇 〇 〇
ウェスタンデジタル／	
サンディスク 〇 〇 〇 〇

シーゲート 〇 〇 〇
マーベル／サンドフォース／	
シリコンモーション 〇 〇

LG ／ヒューレットパッカード 〇

エイデータ／キングストン 〇 〇
出所：チョン（2021：299）の図２－50に若干の修正を加えて引用。
注：�インテルは2021年に SSD 事業を SK ハイニックスに売却し、NAND 型フラッシュメモリ事業も2025年までに同社に

売却する計画である。サンドフォースは2014年にシーゲートに買収された。
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本企業の明暗が分かれたのは何故だろうか。こ
の要因とも関連して注目されるのは、組織運営
のあり方の違いである。

日本の総合電機企業では、おおむね完成品事
業が中核に置かれ、半導体は完成品を造るため
の部品という位置づけであり、垂直統合の組織
形態が部門間の非対称的な力関係に直結してい
たと見なされる 18）。したがって、平成不況で全
社的な経営不振に陥ると、シリコンサイクルの
不況期に大きな損失を計上したメモリ事業は撤
退ないし分社化する方向に舵を切った。2000年
代の日本の総合電機企業は、垂直統合に固有の
優位性を活かすべく、社内のデジタル家電向け
のシステム LSI 事業に注力した。ところが、ア
ジア企業の台頭によりデジタル家電が苦戦する
と、半導体事業も低迷を余儀なくされる「統合
型企業のジレンマ」 19）に陥ってしまった（吉岡
2019b）。

これとは対照的に、サムスン電子では全社レ
ベルのみならずサムスン・グループの次元でも、
半導体が中核事業に位置するとともに、社内の
各事業部は互いに協力し合いながら競争する関
係にある。これは、2000年に導入された事業部
別 20）の責任経営体制であるグローバルビジネス
マネージャー（GBM）制度と超過利益分配金

（PI: Profit Sharing）制度の影響がある。これら
の制度は、それぞれの事業部長が経営に必要な
ほとんどすべての機能（研究開発、生産、販売、
調達、人事など）を掌握し、その経営成果に応
じて事業部間で報酬を傾斜配分する仕組みであ
る。このような事業部の競争関係を反映し、半
導体部門ではターゲットとする応用製品市場で
最大手の顧客との取引が重視される一方、完成
品部門でも常に競争力のある部品の確保を目的
に、部品の社内調達比率を一定水準以下に抑え
る方針が掲げられた（吉岡 2008）。

ここからすると、サムスン電子の場合には、
完成品と部品の各事業部レベルで経済合理性が
追求され、それぞれが世界的な競争力を持つに
いたったからこそ、その結果として垂直統合の
優位性が活用できるようになったと捉えられる
だろう。

②	 製品開発を加速する組織能力
サムスン電子の製品開発の速さを決定づける

もう一つの要因は、社内の開発組織である。
第一に、現世代製品の量産が始まる前に次世

代や次々世代の製品開発に着手する並行開発が
指摘できる（徐 1995：134-135、申・張 2006：
56）。同じ世代を基準にみると、サムスン電子は
競合他社より早い段階で製品開発に取り掛かる
ことになる。したがって、開発完了の時期もそ
れだけ早まる可能性が高くなる。

第二に、各世代の開発過程では、部署間で情
報の交流・共有が緊密になされる点も、製品開
発の迅速化に役立っている。半導体製品の製造
は数百工程に及ぶ上、超微細な加工が施される
ため、不具合や欠陥をゼロにすることは難しく、
欠陥がどのようなメカニズムで起きたかを特定

18）	この点は、ソニーの幹部による次の発言からもう
かがえる。「これまでのソニーは、強い半導体があっ
たから優れた商品を生み出せたとは考えていない。
むしろ、最終製品が先にあった。つまり、ラジオを
製品化したいからトランジスタを開発した。カメラ
を作りたいから CCD［註：Charge Coupled Device, 
電荷結合素子］を開発した。いずれも、最終製品の
理想像が先にあり、それを実現するための半導体を
外から買ってこられない場合に、自社開発してきた」

（中川 2007）。
19）	「統合型企業のジレンマ」とは、完成品を事業ド

メインの中軸に据えた企業が部品の内製化を進める
と、独自の強みを持つ反面、それぞれの経済合理性
を確保しながら利益を獲得することが困難になるこ
とを意味する（榊原 2006）。

20）	半導体部門では、メモリ事業部、システム LSI 事
業部、ファウンダリ事業部に相当する。



― 12 ―

The Journal of Korean Economic Studies 2024, Vol.21

するのも容易ではない。それゆえ、開発や量産
ラインの立ち上げを効率的に進めるには、欠陥
の原因を多角的に分析し、早急に解決策を探り
出すことが鍵になる。

かつてメモリ市場における日本企業の競争力
の要は、開発の初期段階から研究開発部門と製
造部門の各エンジニアが共同で問題解決に取り
組むアプローチにあるとされたが（米山・野中 

1995：205-206）、サムスン電子ではこの仕組み
がより徹底した形で築かれている（吉岡 2010：
162-164）。

まず、各世代のプロセス技術開発に際しては、
事業部長によって定期的に開かれる会議を通じ
て、開発過程で生じた問題や量産段階で発生し
うる問題に関して情報が共有され、実験データ
をもとに解決策が議論される。ここで注目され
るのは、プロセス技術の難易度が高まるにつれ、
この情報共有・交流の範囲が、開発・量産立ち
上げに直接携わるプロジェクト・チームのみな
らず、製造センターや企画などスタッフ部門に
まで拡大したことである（イ 2017：140）。この
ように研究所と事業部の大半の部署が開発の初
期段階から関与することで、各部署では予見さ
れる隘路を事前に察知し、これに備えることが
可能になる。

さらに、開発部門から量産部門にプロセス技
術を移管する過程では、双方の密接な連携が不
可欠である。開発部門のエンジニアの役割は技
術革新の追求にあり、それを可能にする新たな
材料や製造装置を導入しようとするのに対し、
量産部門のエンジニアの役割は高い歩留まりの
達成にあり、技術的な安定性や漸進的な改善を
求める傾向にある（Burgelman, 2002：56, 61）。
このため、量産初期には両者の間で、低い歩留
まりの原因をめぐって対立が生じやすい。この
問題に対してサムスン電子では、開発部門から

量産部門への技術移管の際、技術情報を受け渡
すだけでなく、開発チームのエンジニアの一部
が量産部門にそのまま異動し、量産ラインの立
ち上げまで責任を負う体制が構築されている

（吉岡 2010）。これは、量産ラインの立ち上げを
円滑に進めるだけではなく、開発部門のエンジ
ニアが技術的な特性のみならず、量産現場での
歩留まりも意識しながら技術開発に取り組むよ
う促す効果もある。製品原価の70～80％は開発
完了段階で決まるため、開発エンジニアが量産
現場を熟知することは、製品開発の加速化だけで
はなく、コスト優位にも資する（オ 2016：291）。

第三に、以上の部署間の協力関係は、管理職
に対するインセンティブによって担保される仕
組みがある。サムスン電子では、部署間の協業
が不十分で目標達成に支障が生じた場合、関与
するすべての部署の管理職の業績評価に影響す
る（オ 2016：275）。このような人事管理の仕組
みは、管理職が担当部署の業務遂行のみならず、
他の部署との協業についても円滑に進める動機
づけになっていると見られる。

（3）�規模の経済性と範囲の経済性に基づくコス
ト競争力

メモリ企業が周期的に訪れる不況を克服する
には、価格の急落に耐えうるコスト競争力を確
立することが決定的に重要である。半導体の製
品コストは主に、１枚の円形状のシリコンウエ
ハから切り出される有効チップ数と良品率（歩
留まり）、ウエハの生産枚数、ウエハの製造原価
によって決まる。

このうち有効チップ数と良品率は生産量に直
結する要素であるが、良品率の向上よりも、チッ
プシュリンク（加工技術の微細化によるチップ
面積の縮小）をもとに有効チップ数を増やすこ
とのほうが、はるかに効果的である 21）（オ 2016：
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292）。1990年代半ばにサムスン電子は、それま
での業界の慣例を打ち破り、次世代製品向けの
最先端の加工技術を量産中の現世代チップにも
適用するチップシュリンクをとり入れた。この
ときの40～60％もの増産効果は、価格の引き下
げを通じた市場淘汰の圧力として作用し、同社
の市場支配力の強化に大きな役割を果たした

（Shin, 2017：414）。
また、製造原価に占める固定費（設備の減価

償却費）の割合が高い半導体事業では、ウエハ
の生産枚数を増やして規模の経済性を発揮する
ことも、コスト競争力の要諦である。この前提
として、大量の製品を買い取ってくれる顧客の
確保が必要になるが、半導体企業が大規模な生
産能力を持つこと自体、部品の安定供給を重視
する大口需要者を獲得する上で有利になる。

サムスン電子は、規模の経済性に基づくコス
ト競争力においても、優位にあると見られる。
トレンドフォースの推定によると、2022年第２
四半期のDRAM向けウエハ生産能力（月産）は、
サムスン電子の64万枚に対して、SK ハイニック
スとマイクロン・テクノロジがそれぞれ39万枚
と36万枚の水準で（ナム・キム 2022：30）、サ
ムスン電子の抜きん出た生産能力がこの傍証で
ある。同じ時期の NAND 型フラッシュメモリの
ウエハ生産能力（月産）は、サムスン電子が63
万枚、キオクシア・ウェスタンデジタル連合が
51万枚、SK ハイニックスが29万枚、マイクロ

ン・テクノロジが17万枚で（ナム・キム 2022：
34）、ここでもサムスン電子の生産能力が際立っ
ている。

さらに DRAM と NAND 型フラッシュメモリ
の両方を生産するメモリ企業の場合には、技術
開発の成果や製造装置を共用することができ、
各々の市況に応じて主力生産品目を切り替えて
高い稼働率を維持できることから（吉岡 2008：
42-43）、範囲の経済性も享受できる。NAND 型
フラッシュメモリ市場が本格的に立ち上がった
のは2000年からであるが、この時期にメモリ企
業のなかで範囲の経済性が得られたのは、サム
スン電子に限られた 22）。

このようにサムスン電子が巨大な生産能力を
保有できた理由は、ひとえに高い設備投資能力
にある（吉岡2019a）。次世代製品の量産ライン
を立ち上げて歩留まりを上げるには、半年から
数年程度の時間がかかる。この点に照らして、
好況期に盛り上がる需要を十分に吸収しようと
すれば、シリコンサイクルの不況期に設備投資
を実施することが適切なタイミングになる。と
はいえ、収益が落ち込む時期に巨額の投資を実
行するには、大きな困難が伴う。ここで問われ
るのが、半導体企業の投資リスクの負担能力と
資金調達能力である。これらの設備投資能力に
おいては、財閥であるサムスン電子にメリット
がある。

リスク負担能力の面では、財閥会長と専門経
営者の役割分担が機能している。サムスン電子
では、前述した GBM のもと、専門経営者（事
業部長）が投資判断の権限と責任を有し、これ

21）	良品率の上昇による増産効果は通常１～２％、せ
いぜい５％であるが、チップシュリンクによる増産
効果は通常30％程度に達する。また、ウエハ当たり
のチップ数量の増加それ自体、良品率を上げる効果
もある（チョン 2021：316-317）。例えば、ウエハ上
の３カ所にゴミが付着し、３個のチップが不良品に
なると仮定する。１枚のシリコンウエハから100個
のチップがとれるとすれば、良品率は97％になるが、
200個のチップがとれる場合には、この値は98.5％に
なる。

22）	 SK ハイニックス半導体（現・SK ハイニックス）
とマイクロン・テクノロジが NAND 型フラッシュ
メモリに参入したのは、2004年である。東芝（現・
キオクシア）やインテルの生産品目は（メモリのな
かでは）NAND 型フラッシュメモリのみで、エル
ピーダ・メモリは DRAM 専業企業であった。
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を財閥会長が監視する一方、専門経営者では決
断の難しい大きなリスクを伴う投資に関しては、
最終的には財閥会長が責任を負う（チョン 

2008：172）。サムスン電子では2000年代以降の
設備投資のうち50～90％以上が半導体向けであ
ることに表れているように、半導体事業が中核
事業に位置づけられ、財閥会長の後押しによっ
て不況期でも将来に向けた果敢な投資が可能で
ある。実際、2022年後半からコロナ危機後の反
動で半導体不況に陥り、2023年上半期にはサム
スン電子の半導体部門でマイナス8.9兆ウォンも
の営業損失を計上したが、李在容会長は「厳し
い状況ではあるが、人材養成と将来技術への投
資を少しでもためらってはならならい」として、
積極的な投資を指示している（キム ミンジ 

2023）。
資金調達能力の面では、サムスン電子の垂直

統合型組織が世代交代毎に膨張する研究開発と
設備投資を支えている。表３では、半導体企業
のなかでもサムスン電子が設備投資と研究開発
に巨額の資金を投じており、その規模が拡大し
てきたことが見てとれる。

そもそもサムスン電子の高い資金調達能力の

源泉は、1980年代のキャッチアップ過程では、
外部調達に有利な財閥という組織構造にあると
されたが（徐 1995：159）、2000年代以降は豊富
な内部資金に求められる。例えば、2020年にサ
ムスン電子は他社を圧倒する279億ドルもの設備
投資を実施したが、それでも前年度のキャッ
シュフロー 23）（約409億ドル）の範囲内に十分収
まる水準であった。これは、多角化したサムス
ン電子の場合、完成品部門の利益を半導体の設
備投資に回せるためである。2020年のサムスン
電子の設備投資比率 24）は、半導体の売上基準で
は50.6％で、他のメモリ企業の35～36％を上回
るが、全社レベルの売上基準でみると、その比
率は14.3％にすぎない。

前述のとおり、2023年上半期には大幅な業績
悪化に陥ったにもかかわらず、サムスン電子で
は研究開発と設備投資に合計38兆ウォンもの資

23）	キャッシュフローは、減価償却費と当期純利益の
合計である。2020年の全社レベルの設備投資額も約
326億ドルで、キャッシュフローで賄われている。サ
ムスン電子の事業報告書に基づき算出した。

24）	設備投資比率は、当年度の半導体の設備投資金額
÷ 前年度の売上高から算出した。設備投資と売上高
のデータは、各社の事業報告書に基づく。

表３　半導体分野の設備投資と研究開発の上位企業
単位：億ドル

2005/2006年※ 2010年 2015年 2020年

設
備
投
資

サムスン電子（韓） 62 サムスン電子（韓） 109 サムスン電子（韓） 130 サムスン電子（韓） 279
インテル（米） 58 TSMC（台） 59 TSMC（台） 81 TSMC（台） 172
ハイニックス（韓） 24 インテル（米） 52 インテル（米） 73 インテル（米） 143
TSMC（台） 23 ハイニックス（韓） 30 SK ハイニックス（韓） 60 SK ハイニックス（韓） 84
東芝（日） 23 グローバルファウンダリ （米） 28 マイクロン（米） 45 マイクロン（米） 79

研
究
開
発

インテル（米） 59 インテル（米） 65 インテル（米） 121 インテル（米） 136
サムスン電子（韓） 34 サムスン電子（韓） 26 クアルコム（米） 37 クアルコム（米） 59
TI（米） 22 ST マイクロ（欧） 24 サムスン電子（韓） 31 サムスン電子（韓） 56
東芝（日） 18 ルネサス（日） 23 ブロードコム（米） 21 ブロードコム（米） 50
ST マイクロ（欧） 15 東芝（日） 20 TSMC（台） 20 TSMC（台） 37

出所：2005～15年は IC インサイツの資料、2020年は各社の事業報告書をもとに作成。
注：※設備投資は2005年、研究開発は2006年のデータである。
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金が投じられた。このうち設備投資が25兆ウォ
ンを占めるが、その90％以上が半導体向けで
あった。この主な原資は、連結子会社のサムス
ン・ディスプレイから無担保で借り入れた20兆
ウォンと、海外子会社からの利益送金21兆ウォ
ンで 25）、不況期に垂直統合型組織の強みが活か
されていることが確認される。

このように多角化した大企業が資金力でメモリ
市場を制する構図は、1980年代に総合電機メー
カーの投資能力を武器に躍進した日本の半導体
企業にも通底する（伊丹＋伊丹研究室 1995：
7-8）。巨額の投資が継続的に必要になるメモリ
事業で、資金繰りが苦しくなる不況期に、専業
企業が単独で生き残るのは至難の業である。そ
の意味で、垂直統合は現在でも有効な組織形態
であるといえる。

３．�ロジック・ファウンダリでの統合型企業
のジレンマ

メモリ市場におけるサムスン電子の盤石な地
位が垂直統合の優位性に起因することは、前節
で述べた。ただし、このような競争優位のあり
方は、一面では、サムスン電子の半導体事業に
とって制約要因にもなっている。この垂直統合
のジレンマに陥っているのが、ファウンダリ事
業である。

前掲の表１によると、2021年のファウンダリ
市場でサムスン電子は17.6％のシェアで世界第
２位のポジションにあり、この間シェアを伸ば
してきたものの、首位の台湾積体電路製造

（TSMC）とは依然として30％ポイント以上もの

差がある。サムスン電子の後れは、技術面でも
確認できる。プロセス技術の総合的な完成度と
いう観点からみると、3nm 世代では１年、4nm

世代では２年ほど TSMC に後れをとっていると
いうのが、サムスン電子の認識である 26）。また
ファウンダリは、顧客（ファブレス）支援の一
環として、動作検証済みの機能回路ブロックで
ある設計資産（Intellectual Property: IP）を幅広
く取り揃えることが重要になるが、2022年の IP

保有状況をみると、TSMCの約４万個に対して、
サムスン電子は４千個余りにすぎず、いまだ10
倍近くの開きがある（イン 2023）。

このようにファウンダリ事業においてサムス
ン電子が劣勢にあるのは、社内のメモリ部門と
完成品部門の影響があると考えられる。

この影響の一つは、ファウンダリの技術開発
に及んでいる。もともとサムスン電子がファウ
ンダリへの参入を決めたのは、システム LSI の
競争力を強化するために専用の量産ラインを必
要としたことに加え、老朽化したメモリ向け量
産ラインを活用することで範囲の経済性が得ら
れるという経営判断もあ っ た（ イム・ヤン 

2022：146）。1990年代まではメモリがプロセス
技術のテクノロジー・ドライバであり、ロジッ
ク・ファウンダリでは旧世代のプロセス技術が

25）	サムスン電子株式会社「第55期半期報告書」（韓
国語）の財務諸表注釈、および公正取引委員会に提
出された「特殊関係人からの資金借入」（韓国語）
2023年２月14日より。海外子会社からの利益送金は、
2022年上半期の実績比で158倍も増えている。

26）	 2023年５月４日に韓国科学技術院（KAIST）で開
かれた講演でのサムスン電子のデバイスソリュー
ション（DS）部門長の発言による（パク ヘリ， 
2023）。サムスン電子は、3nm プロセス世代で次世
代のゲートオールアラウンド（GAA）構造のトラン
ジスタを世界で初めて導入した点で、3nm 世代でも
従来のフィン型電界効果トランジスタ（Fin-FET）
を採用する TSMC より先行しているという見方もあ
る。ただし、3nm 世代の量産初期の歩留まりの点で
は、サムスン電子より TSMC のほうが高い水準にあ
ると推定される（チェン 2023：49）。したがって、
高い効率での量産を可能にする生産技術に関して
は、TSMC のほうが優位にあると判断したものと推
測される。
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使われていたため、メモリ事業を営むサムスン
電子にとって、ファウンダリへの事業展開は合
理的な選択であった。

しかし、2000年代後半（65～45nm プロセス
世代）に、TSMC が最先端のプロセス技術をロ
ジックに適用し始めたことで、プロセス技術の
微細化でロジックがメモリの先を行くように
なった。この要因の一つは、ロジック・ファウ
ンダリでも、同一品種の高性能チップを大量に
要求するモバイル機器が主導的需要者として台
頭したためである。この結果、ファウンダリに
とっても、チップの性能向上とコスト削減を同
時に実現できる微細化が、新たな需要者を掌握
するための重要な手段になったのである（ファ
ンほか 2021：12）。TSMC は、早い段階からモ
バイル機器が半導体産業の「ゲームチェン
ジャー」になると先見し（Miller, 2022: 219）、
2000年代以降、研究開発に注力するようになっ
た（岸本 2017：202-203）。プロセス技術のテク
ノロジー・ドライバが交代したもう一つの要因
は、2000年代末からサムスン電子がナノメート
ル級の微細化で急増する投資コストの抑制を目
的に（イ 2017：８）、３次元化など新たな技術
を導入しながら、メモリの微細化のペースを緩
めたことも関係しているだろう。

テクノロジー・ドライバの交代で、サムスン
電子ではファウンダリがプロセス技術開発も手
掛けなければならなくなったが、高い実績のあ
るメモリ事業に手厚い経営資源が投入されるた
め、それにも困難を伴った。2022年末基準でサ
ムスン電子の半導体（DS）部門の従業員数（約
７万人）のうちファウンダリの従事者は２万～
２万５千人程度と推定されるが、これは TSMC

の従業員数（７万３千人）の３分の１にも満た
ない水準である（キム ジホン 2023）。ファウン
ダリ事業での人的資源の圧倒的な差は、プロセ

ス技術のみならず設計支援から後工程に至るま
でファウンダリ分野の全般的な技術開発におい
て、サムスン電子が TSMC より不利な状況にあ
ることを示している。

この結果、サムスン・ファウンダリは、社外
取引で苦戦を強いられることとなった。アップ
ルの iPhone 向け AP のファウンダリは、もとも
とサムスン・ファウンダリが独占していたが、
2014年に発売された iPhone6向け AP では、サム
スン・ファウンダリの低い歩留まりを理由に、
全量 TSMC に切り替えられた。その後、14nm

プロセスの先行開発に成功したサムスン・ファ
ウンダリは、2015年にアップルの iPhone6S 向け
の受注を取り戻したものの、2016年に発表され
た iPhone7以降、TSMCが開発した先端パッケー
ジ技術（Fan Out Wafer Level Packaging: FO-WLP）
が決め手となり、iPhone 向け AP は TSMC の独
占供給が続いている（電子新聞2023、チョン 

2023：268）。
主導的需要者との取引関係の解消は、サムス

ン・ファウンダリの売上の減少にとどまらず、
技術開発にも負の影響を及ぼしたと考えられる。
顧客からのフィードバックの機会が多いほど、
生産技術の多面的なデバッグが可能になり、歩
留まり改善が加速度的に進むからである。この
点に鑑みて、最先端のプロセス技術を要求する
アップルとの取引を失ったこと自体が、プロセ
ス技術開発の後れを招いた面もあるといえる。

他事業の存在がサムスン・ファウンダリに及
ぼしたもう一つの影響は、販路開拓での制約で
ある。現在ファウンダリの主導的需要者は、アッ
プル、クアルコム、ブロードコム、メディアテッ
クといったモバイル機器系ファブレスである。
サムスン電子はこれらの主要顧客と競合関係に
あるスマートフォンとモバイル AP の設計を社
内で行っていることが、ファウンダリの販路を
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拡大する上で阻害要因になっているとされる
（チェン 2022：42）。

さらに、サムスン電子ではメモリ事業の取引
慣行がファウンダリ事業にも浸透しており、こ
のことが販路開拓の足かせになっている点も見
逃せない。ひとつは、ファウンダリの供給責任
に対する認識不足である。実際、サムスン・
ファウンダリでは、注文後のキャンセルを見込
んで、生産能力を20％上回る注文を受けていた
が、コロナ危機による半導体不足の混乱で、納
期が遅れる事態が発生した（パク スンチャン 

2023）。この原因の一端は、汎用メモリの見込み
生産方式に慣れたサムスン電子が、ファウンダ
リのような注文生産方式における納期の重要性
を十分に理解していなかった点にあるという 27）。

もう一つは、顧客に対する姿勢である。TSMC

は顧客であるファブレスを共同で事業を行う
パートナーと見なし、顧客には歩留まりや製造
原価などの内部情報も公開するのに対して、サ
ムスン・ファウンダリは取引価格と数量を自ら
決定しており、顧客の中には TSMC に比べてサ
ムスン・ファウンダリはサービス精神に乏しい
という意見もある（オ 2023、イム 2023）。汎用
メモリ事業を通じてサムスン電子に根付いた取
引慣行が、顧客に仕える姿勢が求められるファ
ウンダリ事業への適応を困難にしているように
思われる。

サムスン電子はアップルとの取引が解消した
直後の2017年に、それまでシステム LSI 事業部

の傘下にあったファウンダリを事業部に分離独
立させたが、競合する顧客からの信頼を得るた
めには、さらに進んでサムスン電子からの分社
化の必要性を主張する見解もある（チョン 

2023：269）。しかしながら、ファウンダリ事業
部単独では十分な利益が上がっておらず、メモ
リ事業部の利益なくしてファウンダリの存立は
難しい状況にある。この現状で分社化に踏み切
ると、資金調達に支障をきたす可能性がある。
加えて、サムスン・ファウンダリの売上の40～
50％程度が社内需要であること（イ 2021：21、
パク スンチャン 2023）からうかがえるように、
その一義的な役割は社内のシステム LSI 事業部
で設計された半導体製品の製造を担うことにあ
る。サムスン・ファウンダリの伸び悩みの要因
の一つが垂直統合に由来する制約にあるとして
も、そこからの分離独立も容易なことではない。
サムスン・ファウンダリが一層の飛躍を遂げる
ための課題の一つは、この統合型組織のジレン
マをいかに解決するかという点にあるといえる。

2023年現在、第４次産業革命で予測されるロ
ジック需要の急増に対応するべく、サムスン電
子はポスト微細化技術として重要性が高まって
いる先端パッケージ技術の開発に注力すること
で、ファウンダリの競争力を強化する方針を掲
げている 28）。このための組織改革として、同社
は2023年に先端パッケージ関連の技術・製品開
発の専担部署であるアドバンスト・パッケージ

（AVP）事業チームを発足した。他方、今後の半
導体市場では、成長の牽引役は人工知能（AI）、
車載（電気自動車・自律走行車）、産業機器（モ
ノのインターネット（IoT）・ロボティクスなど）
にシフトすると展望されるが（経済産業省商務
情報政策局 2022：４）、これらはサムスン電子
とは競合しない事業分野も多く、サムスン・
ファウンダリの販路開拓面での制約は今後和ら

27）	 2022年の記者懇談会の場でサムスン電子の半導体
部門のトップは、「メモリは『ショーテージ』（供給
不足）が生じても、顧客はサムスンを恨まず、他社
からもメモリを買うことができるが、ファウンダリ
の場合、サムスンが（約束した半導体を）提供でき
なければ、顧客企業は潰れかねない。（この問題に
より）シリコンバレーでサムスン・ファウンダリの
評判はあまり良くなかった」と述べている（パク ス
ンチャン 2023）。
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ぐ可能性もある。ここからすると、サムスン・
ファウンダリが統合型組織のジレンマから脱す
ることができるかどうかは、サムスン電子によ
る将来技術への不断の投資という内的要因とと
もに、ロジック需要の変化という外部要因がカ
ギを握るように思われる。

おわりに

本稿では、半導体産業におけるサムスン電子
の持続的な競争優位の要因が、メモリ事業にお
いて垂直統合の優位性が発揮された点にあるこ
とを明らかにしようとした。

キャッチアップ完了後のサムスン電子は、高
い品質が求められるサーバーへの販路拡大に成
功したことで、コモディティ化したPC用DRAM

への依存から抜け出す一方、デジタル技術への
先行投資を通じて、水平的・垂直的多角化を推
し進めた。2010年代にメモリの主導的需要者が
スマートフォンにシフトすると、次世代メモリ
の先行開発にあたって、サムスン電子の垂直統
合型の組織形態が有利に働くようになった。こ
うしてサムスン電子は、スマートフォンの台頭

に伴うメモリの高付加価値化の利益を手中に収
めるとともに、財閥としての強みを活用しなが
ら規模の経済性をも追求し、利益創出と投資拡
大の好循環を築いたのである。

このような形で世界有数の半導体製造・技術
能力を持つにいたったサムスン電子の事例は、
GVC の典型とされるエレクトロニクス産業にお
いても、垂直統合モデルや部署間の緊密な連携
に根差した「ものづくり」が、いまだ有用であ
ることを物語っている。

このことは、他方で、日本の総合電機企業の
競争力が低下した要因・背景に対しても、再考
を促すものである。日本企業の低迷要因は、組
織形態そのものというより、組織運営のあり方
にあるといえる。すなわち、日本企業は完成品
を中核事業に据え、社内の連携による利益を最
大化しようとし、いわば垂直統合としての全体
最適を目指したとすれば、サムスン電子は事業
部レベルでの部分最適を優先した結果、「統合型
企業のジレンマ」に陥ることなく、モバイル時
代には全体最適が得られるようになったのであ
る。サムスン電子でこのように各事業の独立性
が高い統合型組織が形成されたのは、一つには、
海外のサプライチェーンを利用しながら対日
キャッチアップを図った開発経験にあるように
思われる。

サムスン電子の組織形態は、ロジック・ファ
ウンダリ事業にとっては足かせになっている面
があるものの、モバイル時代から第４次産業革
命時代への移行によるロジック需要の変化に対
して、柔軟に対応する余地があると見られる。
サムスン電子の垂直統合モデルは、GVC 利用型
のロジック・ファウンダリでも競争力を発揮で
きるだろうか。今後のゆくえを注視したい。

28）	ナノ・レベルで素子寸法の微細化を進めると、
リーク電流や消費電力の増大などの不具合が大きく
なるため、微細化は近い将来、物理的限界に達する
と予想されている。現在は、素子寸法の微細化に頼
らずに半導体の性能向上を実現するための新技術が
模索されているが、この一つに、複数の異なるチッ
プを１個のパッケージ基板上に組み合わせて実装す
る先端パッケージ技術がある。この技術はファウン
ダリの競争力を左右するコア技術になると言われて
いるが、グローバル特許情報会社レクシスネクシス
の資料によると、パッケージ技術関連の特許では、
TSMCが最大の2,946件を保有しており、被引用数な
ど質的な面でも最高レベルにあるという（Cherney, 
2023）。TSMC に次いでサムスン電子とインテルが
それぞれ2,404件と1,434件の特許を保有しており、
先端パッケージ技術では量的にも質的にも TSMC が
先行していると見られる。
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